


業 者 特 定 理 由 書 

下記の理由により業者を特定することといたしたい。 

記 

１ 件名 管路維持管理業務 

２ 業者名 一般財団法人さっぽろ水道サービス協会 

３ 特定理由 本業務は、送・配水管の付属設備である弁室・弁筐・弁類（仕切弁・空気弁・

排水弁）・維持放水施設や、水管橋、緊急貯水槽の調査点検（簡易な整備を含

む）及び各水道施設から音聴等により、給配水管の漏水調査等を行うものであ

る。 

本業務の履行にあたっては、水道施設全般に関する専門的知識に加え、事故

を未然に防止するため、管路や弁類等の腐食状況や補修の必要性等を判断し、

簡易な整備を行えるものでなければならない。また、通常時だけではなく緊急

時においても、迅速かつ的確に、仕切弁や消火栓等の各水道施設から音聴等に

より漏水箇所を特定できるものでなければならない。 

上記業者は、本市水道事業の合理的運営と市民福祉の向上のため、専門的協

力機関として、設立当初から技術指導とノウハウの継承が行われ、これにより、

水道全般に関する専門的知識を有し、適切に管路等の状況把握や簡易な整備を

行うことができ、また、音聴等による技術や経験を有し、迅速かつ的確に漏水

箇所を特定できることから、本業務を一体的かつ効率的に行うことができる。

さらに上記業者は、緊急時においても、本市の指示を受け、迅速かつ確実に業

務を履行できる体制を有している。 

以上のことから、上記業者以外では本業務を履行することができない。 

４ 根拠規定 地方公営企業法施行令第 21 条の 14 第 1 項第 2号に該当すると判断されるた

め。 



　総価分109,019,000円　　総価分108,473,000円　　総価分107,928,000円　総価分104,658,000円
　単価　　　　1,000円　　単価　　　　1,000円　　単価　　　　1,000円　単価　　　　1,000円

総価分115,123,800円
単価　　　　1,100円



業 者 特 定 理 由 書 

１ 件 名  上下水道料金督励収納等業務 

２ 特定業者名 一般財団法人 さっぽろ水道サービス協会 

３ 特定理由  下記の理由により業者を特定することといたしたい。 

記 

 業務の特性 

当該業務は、水道料金の未納者に対して、納期内納付を指導することにより、未納発生の抑

制を図ることを目的としている。 

本市の料金制度は、冬季間、積雪のためメーター検針が不可能となった場合は概算請求分が

発生し、雪解け後のメーター検針で、過不足の精算を行うなどの地域特性がある。また、使用

水量の過多・過少に関する苦情などについては、本市料金制度全般に渡る知識が必要となる。 

そのため、未納者との折衝においては、それぞれの諸事情により本市の料金制度についての

説明が求められる。 

 業者の特定 

上記業者は、本市水道事業の合理的運営と市民福祉の向上に寄与することを目的として設立さ

れた財団法人であり、昭和 54年の設立当初から、本市上下水道料金の高い収納率（99％台）の

確保に貢献している。 

また、当該業者は長期の実績から本市の料金制度全般に渡る豊富なノウハウを持ち、積雪寒

冷地といった地域特性を踏まえた本市料金制度についての説明を総合的に適切かつ確実に行う

ことができる。 

以上のことから、札幌市の水道事業において専門知識及び技術を有する唯一の団体である（一

財）さっぽろ水道サービス協会を特定する。 

 根拠規程 

   地方公営企業法施行令第２１条の１４第１項第２号 

   「契約でその性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき」に該当すると判断されるた

め。





業 者 特 定 理 由 書 

下記の理由により業者を特定する。 

記 

１ 件名 地下埋設物・給水装置台帳情報提供管理業務 

２ 業者名 一般財団法人さっぽろ水道サービス協会 

３ 特定理由 本業務は、地下埋設物調査の申請者や給水装置工事事業者などに対して、シ

ステムから給配水管に関する資料などを出力し、情報提供するとともに、給水

装置台帳などの原本を保管管理し、各種問い合わせに対応するものである。 

本業務を履行するにあたっては、水道施設の情報を一元管理する給配水管管

理システムを理解し、操作できることに加え、他工事による折損事故などを防

止するため、給配水管に関する資料などを提供する際に、水道全般に関する適

切な指導及び助言を行う必要があることから、給配水管等の水道施設の詳細や

工事に伴う施工方法など、水道技術に関する専門的知識を有している者でなけ

ればならない。また、給水装置台帳などの原本を的確に保管管理し、各種台帳

（新設・改造・撤去・修繕など）の記載事項を把握した上で、問い合わせに対

応できるものでなければならない。 

上記業者は、本市水道事業の合理的運営と市民福祉の向上のため、専門的協

力機関として、設立当初より技術指導とノウハウの継承が行われ、これにより、

水道全般にわたる専門的知識を有し、他工事による事故やトラブル防止などの

ため、水道技術に基づく適切な指導及び助言を行うことができ、各種専門的問

い合わせにも対応することができる唯一の業者である。 

以上のことから、上記業者以外では履行することができない。 

４ 根拠規定 地方公営企業法施行令第 21 条の 14 第 1 項第 2号に該当すると判断されるた

め。 









業 者 特 定 理 由 書

１ 件   名 小規模貯水槽水道衛生管理改善指導業務 

２ 業 者 名 一般財団法人 さっぽろ水道サービス協会 

３ 特 定 理 由 下記の理由により業者を特定することとしたい。 

記 

【業務内容】 
本業務は、小規模貯水槽水道の不適切な管理による水質汚染事故等を未然に防止するため、

平成15年度から令和元年度までの17ヵ年で実施してきた調査・改善指導業務を継続するとと
もに、受水槽を経由しない直結給水への切替えの情報提供並びに給水装置の相談等に対応する
ことで、市民サービスの充実を図るものである。 

【業務の特殊性】 
(1) 技術力、専門知識の必要性について 

安全で良質な水道水の確保に係る業務であり、簡易専用水道の検査等の技術力と適正な管
理指導に対する専門知識が必要である。 
また、貯水槽水道の適正な接続方法等の確認や、直結給水への切替え PR などの給水装置

に関する相談等、水道全般にわたる専門的な知識が必要である。 
(2) 対応力、折衝力について 

小規模貯水槽水道の設置者に対して施設の管理状況などに関する指導・助言を行う公共
性の強い内容でありながら、水道法及び給水条例では、点検調査に対する強制力を持たな
い。したがって、設置者等への受検意欲を促す折衝力、過去の業務実績による対応力並び
に知名度による信頼性に加え、蓄積された対象施設の管理情報や指導経緯並びに受検協力
施設の傾向等の情報を活用した折衝を継続することが不可欠である。 

【業者の特定】 
一般財団法人さっぽろ水道サービス協会は、水道事業の合理的運営と市民福祉の向上に寄

与することを目的とし、信頼できる水道事業の専門的協力機関として、札幌市が主体となっ
て設立したものである。 
また、当該法人は、国の登録を受けた簡易専用水道の検査機関として、これまでの検査実

績や設置者等への指導・助言などの経験が豊富であり、かつ、適切な折衝を継続するための
データーシステムを構築しているなど、本業務に必要なノウハウを全て兼備えている。さら
に、国家資格である「給水装置工事主任技術者」の有資格者が多数在籍しており、給水装置
の相談等へも柔軟に対応できる人材が確保されている。 
以上のことから、上記の特殊性に対応でき、かつ事業の成果を効果的に活用しながら本業

務を的確に遂行できるのは当該法人だけである。 

４ 根拠規定 地方公営企業法施行令第21条の14第 1項第2号に該当すると判断される。





業 者 特 定 理 由 書 

                      記 

1 件  名  給水装置工事検査業務 

2 業 者 名  一般財団法人 さっぽろ水道サービス協会 

3 特定理由  下記の理由により業者を特定する。 

【業務内容】 

本業務は、給水装置工事の適正な施行を確保するため、本市指定給水装置工事事業者（以

下「指定事業者」という。）の施行した給水装置が、水道法及び本市の基準等に合致してい

るかの検査を行うものである。 

  【業務の特殊性】 

(1) 給水装置工事の検査業務は、給水装置に関する専門的な技術的知識と経験及び本市独

自の技術基準に精通していることが必要である。 

(2) 本業務は、民間の指定事業者が施行した工事の検査を行うことから、中立性や公平性

を確保できる者による業務遂行が必要である。 

(3) 本業務は、遂行にあたり水道利用者や各関連事業所との対応が多いことから、当分野

における知名度及び高い信頼性を有していることが必要である。 

  【業者の特定】 

一般財団法人 さっぽろ水道サービス協会は、水道事業の合理的運営と市民福祉の向上

に寄与することを目的とし、信頼できる水道事業の専門的協力機関として、札幌市が主体

となって設立したものである。 

また、当該財団法人は水道法及び本市の基準等に関する専門知識を有する職員として、

国家資格である「給水装置工事主任技術者」の有資格者が多数在籍するとともに、本業務

内容及び必要とする水道事業全般に精通している人材の確保が可能である。さらに、当該

財団法人は平成 25 年度からの受託経歴により、円滑な継続業務が可能であり、市民及び

指定事業者からの十分な信頼を得ており、本業務を適正に遂行できる団体であると判断さ

れる。 

以上、上記の特殊性により本業務は競争入札に適さないものと判断し、業務実績による

技術力、経験値及び高い信頼性に基づき包括的に業務遂行でき得る当該財団法人への随意

契約とする。

4 根拠規定 
地方公営企業法施行令第21条の14第 1項第2号に該当すると判断される

ため。 





（業者特定理由書） 

業者特定理由書 

  下記の理由により業者を特定する。

記

１ 件  名：水道局配水施設等維持管理業務 

２ 業 者 名：一般財団法人 さっぽろ水道サービス協会 

３ 特定理由： 

本業務は、市民に水道水を供給する配水施設の安定的な運転の維持を目的とし

ており、その業務内容は送・配水施設（ポンプ場・配水池等）の受配電設備・機

械設備・計装設備等の設備の日常点検を主たる内容としているほか、高区配水施

設の運用状況を踏まえたポンプ設備・自家発電設備の運転停止切り換え操作、各

機器の運転状態の的確な適否判断、配水池等での残塩測定、軽微な修繕作業な

ど、土木・建築・電気・機械分野等の多岐に渡っている。

このため、業務の円滑な履行には、受託者が次の高い業務遂行能力を備えてい

ることが必要である。

①送・配水施設の維持管理に関する豊富な知識 (土木、電気、機械分野等 )、
送・配水施設の維持管理業務の経験を有していること及び本市水道システム

(浄水、配水、給水等)を理解し、当該業務への応用力、適応力があること。
②常に技術向上及び事故防止に努め、緊急時に対応を行える体制を有している

こと。

当該財団法人は、水道の円滑な普及及び適正かつ合理的な維持管理を行うため

に必要な事業を行うことを目的として昭和 54 年に設立されたものである。この
法人は、安全で良質な水を安定して供給するという使命の下、将来にわたって水

道システムを持続していくため、本市水道局が持つ水道技術の一部を移転し、そ

の後も様々な業務経験を通じて技術力を向上させてきた唯一の団体であり、前記

能力を安定的かつ円滑に発揮できる法人は当該財団法人のみである。

４ 根拠規定： 

地方公営企業法施行令第 21条の 14第 1項第 2号に該当すると判断されるため。





業 者 特 定 理 由 書 

下記の理由により見積業者を特定する。 

記 

１ 件  名 藻岩浄水場維持管理業務 

２ 業 者 名 一般財団法人 さっぽろ水道サービス協会 

３ 特定理由 本業務は、市民生活の生命線である水道水を安全かつ安定的に処理する浄水

場の「施設・設備の維持管理」及び「排水処理施設の運転等」を行うものであ

る。浄水場には多種多様な設備・機器が広範囲に配置され、これらの設備がシ

ステムとして連携しなければ浄水処理を行うことはできない。 

このように、本市の水道事業において浄水処理のための施設・設備の維持管

理は、その根幹を成す業務であることから、受託者が次の高い業務遂行能力を

備えていることが必要である。 

① 浄水場施設・設備の維持管理に関する豊富な知識(土木、電気、機械分野等)、

浄水場維持管理業務の経験を有していること及び本市水道システム(水源、

浄水、配水、給水、水質管理)を理解し、当該業務への応用力、適応力があ

ること。 

② 常に技術向上及び事故防止に努めるとともに、緊急時に適切な対応を行える

知識・能力を有していること。 

当該財団法人は、水道の円滑な普及及び適正かつ合理的な維持管理を行うた

めに必要な事業を行うことを目的として昭和 54 年に設立されたものである。

この法人は、安全で良質な水を安定して供給するという使命の下、将来にわた

って水道システムを持続していくため、本市水道局が持つ水道技術の一部を移

転し、その後も様々な業務経験を通じて技術力を向上させてきた唯一の団体で

あり、前記能力を安定的かつ円滑に発揮できる法人は当該財団法人のみであ

る。 

４ 根拠規定 地方公営企業法施行令第２１条の１４第１項第２号に該当すると判断される

ため。 





業 者 特 定 理 由 書 

下記の理由により見積業者を特定する。 

記 

１ 件  名 西野・宮町浄水場管理業務 

２ 業 者 名 一般財団法人 さっぽろ水道サービス協会 

３ 特定理由 本業務は、市民生活の生命線である水道水を安全かつ安定的に処理する浄水

場の「運転管理」及び「施設・設備の維持管理」を行うものである。浄水場に

は多種多様な設備・機器が広範囲に配置され、これらの設備がシステムとして

連携しなければ浄水処理を行うことはできない。 

このように、本市の水道事業において「運転管理」及び「施設・設備の維持

管理」からなる「浄水場管理業務」は、その根幹を成す業務であることから、

受託者が次の高い業務遂行能力を備えていることが必要である。 

① 浄水場施設・設備の維持管理に関する豊富な知識(土木、電気、機械分野等)、

浄水場維持管理業務の経験を有していること及び本市水道システム(水源、

浄水、配水、給水、水質管理)を理解し、当該業務への応用力、適応力があ

ること。 

② 常に技術向上及び事故防止に努めるとともに、緊急時に適切な対応を行える

知識・能力を有していること。 

当該財団法人は、水道の円滑な普及及び適正かつ合理的な維持管理を行うた

めに必要な事業を行うことを目的として昭和 54年に設立されたものである。こ

の法人は、安全で良質な水を安定して供給するという使命の下、将来にわたっ

て水道システムを持続していくため、本市水道局が持つ水道技術の一部を移転

し、その後も様々な業務経験を通じて技術力を向上させてきた唯一の団体であ

り、前記能力を安定的かつ円滑に発揮できる法人は当該財団法人のみである。 

４ 根拠規定 地方公営企業法施行令第２１条の１４第１項第２号に該当すると判断される

ため。 





業 者 特 定 理 由 書 

下記の理由により見積業者を特定する。 

記 

１ 件  名 白川浄水場維持管理業務 

２ 業 者 名 一般財団法人 さっぽろ水道サービス協会 

３ 特定理由 本業務は、市民生活の生命線である水道水を安全かつ安定的に処理する浄水

場の「施設・設備の維持管理」及び「排水処理施設の運転等」を行うものであ

る。浄水場には多種多様な設備・機器が広範囲に配置され、これらの設備がシ

ステムとして連携しなければ浄水処理を行うことはできない。 

このように、本市の水道事業において浄水処理のための設備・施設の維持管

理は、その根幹を成す業務であることから、受託者が次の高い業務遂行能力を

備えていることが必要である。 

① 浄水場施設・設備の維持管理に関する豊富な知識(土木、電気、機械分野等)、

浄水場維持管理業務の経験を有していること及び本市水道システム(水源、

浄水、配水、給水、水質管理)を理解し、当該業務への応用力、適応力があ

ること。 

② 常に技術向上及び事故防止に努めるとともに、緊急時に適切な対応を行える

知識・能力を有していること。 

当該財団法人は、水道の円滑な普及及び適正かつ合理的な維持管理を行うた

めに必要な事業を行うことを目的として昭和 54 年に設立されたものである。

この法人は、安全で良質な水を安定して供給するという使命の下、将来にわた

って水道システムを持続していくため、本市水道局が持つ水道技術の一部を移

転し、その後も様々な業務経験を通じて技術力を向上させてきた唯一の団体で

あり、前記能力を安定的かつ円滑に発揮できる法人は当該財団法人のみであ

る。 

４ 根拠規定 地方公営企業法施行令第２１条の１４第１項第２号に該当すると判断され

るため。 





業 者 特 定 理 由 書 

下記の理由により見積業者を特定する。 

記

１ 件  名 

２ 業 者 名 

３ 特定理由 

水道水質監視・管理業務 

一般財団法人 さっぽろ水道サービス協会 

本業務は、浄水場が安定的に浄水処理を行い、清浄で安全な水道水が市民へ供給さ

れていることを確認するため、水道水源から浄水処理の各過程、給水栓の水質確認ま

での一連の水質監視・管理を行う基幹的な業務である。この業務の遂行に当たっては、

平常時のみならず水質事故時など非常時にも本市と連携した適切な対応ができるよ

う、業務受託者が次の能力を備えている必要がある。 

① 札幌市の水道水源である河川（豊平川、琴似発寒川、星置川・滝の沢川）各々の

流域特性を十分理解したうえ、季節、気象、ダム運用などの条件により変化する

水源各地点の状態を視覚・嗅覚等によるものを含め日常的に認識し、水質等の著

しい変動や油混入などの水質事故がある場合には、平時との違いを察知し、適切

な浄水処理等のために必要な情報を的確に把握し、本市に伝達できること。 

② 水源や浄水場の特性や状態、浄水処理の状況等を踏まえた上で、浄水処理の各過

程及び市内各所の給配水の水質管理に係わる検査や監視を行い、その結果を正し

く分析・評価して、異常の有無を判断できること。また、現地状況等により予定

の検査・監視ができない場合は、水質管理上必要な代替措置を適切に講ずること

ができること。 

③ 油混入などの水質異常を発見した場合において、その時点の状況から水道システ

ムに与える可能性のある危害を予測し、その原因や浄水場に優先的に提供すべき

情報を意識した水質情報の収集と影響予測を行う調査ができ、かつ、適切な初期

対応と本市と連携した危害への対策を講ずる非常時対応ができること。  

当該財団法人は、水道の円滑な普及及び適正かつ合理的な維持管理を行うために必

要な事業を行うことを目的として昭和 54 年に設立されたものである。この法人は、安

全で良質な水を安定して供給するという使命の下、将来にわたって水道システムを持

続していくため、本市が持つ水道技術の一部を移転し、その後も様々な業務経験を通

じて技術力を向上させてきた唯一の団体であり、前記能力を安定的かつ円滑に発揮で

きる法人は当該財団法人のみである。 

４ 根拠規定 地方公営企業法施行令第２１条の１４第１項第２号に該当すると判断されるため。 


